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新中期経営計画の見直しについて新中期経営計画の見直しについて

１．計画の見直し理由

　当行では、平成20年4月より「新中期経営計画」（平成20年4月～平成23年3月）をスタートさせました。

本計画では、「お客さまからの揺るぎない信頼と、高い収益力を持ち、従業員が働きがいを持てる銀行」を

目指す姿とし、『内部管理態勢の強化』『営業力の強化』『人財力の強化』『持続的成長基盤の強化』に取

組んでまいりました。

　しかしながら、米国サブプライムローン問題に端を発した国際的な金融不安による景気減退が県内経済

へも影響を及ぼし、当行のお取引先についても業況の悪化や破綻が相次ぐ等、当行の経営環境は急激

に変化しています。このような状況下、激変する経営環境に的確に対応し、地域金融機関としての更なる

機能強化に取組むために計画の見直しを行いました。

①①内部管理態勢の強化内部管理態勢の強化 ②②営業力の強化営業力の強化 ③③人財力の強化人財力の強化

④④持続的成長基盤の強化持続的成長基盤の強化

経営管理態勢（コーポレートガバナンス）の強化経営管理態勢（コーポレートガバナンス）の強化

新中期経営計画の基本方針（策定当初）

外部環境の変化外部環境の変化 内部環境の変化内部環境の変化

激変する経営環境へ的確に対応し、地域金融機関としての更なる機能強化に向け計画を見直し激変する経営環境へ的確に対応し、地域金融機関としての更なる機能強化に向け計画を見直し
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①①内部管理態勢の強化内部管理態勢の強化 ②②営業力の強化営業力の強化 ④人財力の強化④人財力の強化

⑤持続的成長基盤の強化⑤持続的成長基盤の強化

新中期経営計画の基本方針（見直し後）

経営管理態勢（コーポレートガバナンス）の強化経営管理態勢（コーポレートガバナンス）の強化

２．計画の見直しポイント

　新中期経営計画の基本的な考え方は変わりませんが、今回の計画の見直しポイントは以下の３点です。

（１）基本方針２の『営業力の強化』では、激変する経営環境に的確に対応するため、実施施策の「選択と

　　集中」を図り、優先度の高い実施施策にスピードを上げて取組みます。

（２）当行の喫緊の課題である信用リスク管理の強化を図るため、基本方針の３番目に『資産内容の健全

　　性向上』を新設し取組みを強化します。

（３）基本方針５の『持続的成長基盤の強化』では、従来「地域密着型金融の推進」「ＣＳＲの推進」「ＩＴ戦

　　略」に取組んでまいりました。しかしながら、収益環境が厳しさを増す中、より収益を意識した営業活

　　動を行うために、管理会計の充実やＡＬＭ機能の強化等を盛り込んだ「収益管理態勢の強化」を追加

　　し、収益力の向上を図ります。

③③資産内容の　　　　資産内容の　　　　
　健全性向上　健全性向上

新設

収益力向上に向けた取組みに注力

選択と集中

お客さまからの揺るぎない信頼と、高い収益力を持ち、従業員が働きがいを持てる銀行お客さまからの揺るぎない信頼と、高い収益力を持ち、従業員が働きがいを持てる銀行

計画全体のスピードアップ計画全体のスピードアップ

新中期経営計画の目指す姿新中期経営計画の目指す姿
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３．経営目標指標について

　新中期経営計画では、収益指標として「コア業務純益」「当期純利益」「ＲＯＥ」、効率性指標として「ＯＨＲ」、

安全性指標として「自己資本比率」の５項目を経営目標指標として掲げています。

　今回の見直しにあたり、当初の計画策定時と比べ、経済環境が大きく悪化していることから、各経営目標

指標についても見直しを行いました。

　厳しい環境下ではありますが、収益力の向上、経費の削減に努め目標達成を目指します。

コア業務純益　　　　　　　　　１１４億円
コア業務純益　　　　　　　　　１１４億円

・業務純益は銀行の本来の業務活動でどれだ
　け利益をあげて いるかを示す。 一般企業の　
　「営業利益」にあたる。　

・効率性指標。業務粗利益に対する経費の
　割合を示す。
費用対効果を示す指標で低い方が良い。

当期純利益　　　　　　　　　　　　２６億円
当期純利益　　　　　　　　　　　　２６億円

・企業活動の最終結果。一定期間の企業の　
　全てのパフォーマンスの集約である。

自己資本比率　　　　　　　　　９．００％
自己資本比率　　　　　　　　　９．００％

・資産に占める自己資本の割合。企業の安全性
　を示す。
・ここでの資産とは貸出金、有価証券等の各項目
　に資産のリスク度合いに応じた一定の比率をか
　け、算出するもの。（＝リスクアセット）

【コア業務純益】～収益性 【当期純利益】～収益性

【ＯＨＲ：オーバーヘッドレシオ】～効率性

【自己資本比率】～安全性

ＲＯＥ　　　　　　　　　　　　　　　２．７５％
ＲＯＥ　　　　　　　　　　　　　　　２．７５％

【ＲＯＥ：リターンオンエクイティ】～収益性

・株主資本が企業の収益にどれだけ繋がってい
　るかを示す指標。高いほど株主資本を効率的
　に使い、能力の高い経営が行われていること
　を表す。

　　

ＯＨＲ　　　　　　　　　　　　　　　７２．２％
ＯＨＲ　　　　　　　　　　　　　　　７２．２％

新中期経営計画見直し後の経営目標指標（平成２２年度目標）新中期経営計画見直し後の経営目標指標（平成２２年度目標）新中期経営計画見直し後の経営目標指標（平成２２年度目標）
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４．経営指標の計画推移

57

▲232

62

24

74

26

Ｈ２０年度 Ｈ２１年度 Ｈ２２年度

当期純利益（億円）

当初計画 見直し計画

ＲＯＥ（％）

5.865.14
4.88

▲22.38

2.752.56

Ｈ２０年度 Ｈ２１年度 Ｈ２２年度

当初計画 見直し計画

ＯＨＲ（％）

68.1

65.3

71.1

72.2

69.0

68.1

Ｈ２０年度 Ｈ２１年度 Ｈ２２年度

当初計画 見直し計画

自己資本比率（％）

10.5

10.9

11.4

8.71 8.8
9.0

Ｈ２０年度 Ｈ２１年度 Ｈ２２年度

当初計画 見直し計画

以上

実
績 実

績

実績
実績

実績

【本件に関するお問い合わせ先】

　　株式会社　　大分銀行総合企画部　　　
　　　　　　　　　　広報調査グループ　　　　　
　　　　　　　　　　担当：小野・須賀　　　　　　
　　　　　　　　　　TEL　097-538-7617　　　　　
　　　　　　　　　 FAX　097-538-7620　　　　　

　　　

　本資料には、将来の業績に関する記述が含まれております。

　こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものであります。

　将来の業績は、経営環境の変化等により、目標対比異なる可能性があることにご留意下さい。
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コア業務純益（億円）
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